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（注）１．児童数については、平成２０年５月１日現在の人数（文部科学省「学校基本調査速報」）。
２．放課後児童クラブ登録児童数については、平成２０年５月１日現在の人数（厚生労働省育成環境課調）。
３．割合については、児童数（小学校１～３年生）に対する登録児童数（小学校１～３年生）の割合。
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小学校１～３年生の児童数に占める放課後児童クラブ登録児童数の割合（都道府県別）
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【運営費に対する国の助成［児童手当勘定（特別会計）〕】

運営費の負担の考え方（児童数36～70人の場合）
児童１人当たりの公費負担額

（保育所との比較）

（参考）放課後児童クラブにかかる平成２１年度概算要求額 ２７８．５億円（９１．６億円増）

○全体の概ね1/2を保護者負担で賄うことを想定。

○残りの1/2分について、児童数が10人以上で、原則、

長期休暇（８時間以上開所）を含む年間250日以上開設

するクラブに補助。

○児童数36～70人の場合、国庫補助基準額：240.8万円

○その他、開設日数・開設時間に応じて加算

※ 250日は、授業日＝200日、長期休暇45日、クラブ運営上必要な日（遠足
等を想定）土日で5日を想定。

1 / 31 / 3 1 / 3

国
1 / 6（※）

都道府県
1 / 6

市町村
1 / 6

保護者
1 / 2

1 / 2

1 / 2

240.8
万円

481.7
万円

国庫補助基準額

８．放課後児童クラブの国庫補助について

１．７万円４歳以上児

２．２万円３歳児

６．８万円１・２歳児

１３．８万円０歳児

公費負担額年齢区分

【保育所】（１人当たり月額）

【放課後児童クラブ】（１人当たり月額）

２，９００円

公費負担額

※平成２０年度保育所運営費負担金予算額を基に算出

※平成２０年度放課後児童健全育成事業費予算額を基に算出
※「国1/6」の財源は事業主拠出金
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９．指導員の処遇について

指導員の平均勤続年数は、常勤で５年未満が約４割、非常勤で３年未満が約５割となっており、短期間なも
のとなっている。

２２９
０

（０．０％）

５

（２．２％）

３２

（１４．０％）

４４

（１９．２％）

１１０

（４８．０％）

３８

（１６．６％）
公立公営

５４２
２

（０．４％）

１４

（２．６％）

７４

（１３．７％）

２４０

（４４．３％）

１９９

（３６．７％）

１３

（２．４％）
公立民営

８９６
３

（０．３％）

２２

（２．５％）

１２４

（１３．８％）

３１１

（３４．７％）

３７８

（４２．２％）

５８

（６．５％）
非常勤

２４９
１２５

（５０．２％）

８０

（３２．１％）

１９
（７．６％）

２２

（８．８％）

３

（１．２％）

０
（０．０％）

公立公営

６０２
６

（１．０％）

３９

（６．５％）

２８４

（４７．２％）

２１３

（３５．４％）

５４

（９．０％）

６
（１．０％）

公立民営

民立民営

民立民営 １６４
７

（４．３％）

３３

（２０．１％）

５１

（３１．１％）

３９

（２３．８％）

３２

（１９．５％）

２

（１．２％）

１

（０．８％）

１３８
（１３．６％）

20年以上

１２５

１，０１５

合計

３

（２．４％）

１５２
（１５．０％）

10～20年未満

１８

（１４．４％）

３５４
（３４．９％）

５～10年未満

２７

（２１．６％）

６９

（５５．２％）

７

（５．６％）

２７４
（２７．０％）

８９
（８．８％）

８

（０．８％）
常勤

３～５年未満１～３年未満１年未満

＜「学童保育の実態と課題に関する調査研究」２００８年２月独立行政法人国民生活センター＞

（施設数）
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常勤指導員の月給の平均は、約２０万円であり、非常勤指導員の月給の平均は、約８．２万円となっている。

８７４
１

（０．１％）

０

（０．０％）

１

（０．１％）

４１

（４．７％）

１０１

（１１．６％）

９２

（１０．５％）

３６５

（４１．８％）

２７３

（３１．２％）
非常勤

２３８
０

（０．０％）

０

（０．０％）

１

（０．４％）

３８

（１６．０％）

８３

（３４．９％）

１８

（７．６％）

３０

（１２．６％）

６８

（２８．６％）
公立公営

５２１
１

（０．２％）

０

（０．０％）

０

（０．０）

２

（０．４％）

１２

（２．３％）

４６

（８．８％）

２８８

（５５．３％）

１７２

（３３．０％）
公立民営

１１５
０

（０．０％）

０

（０．０％）

０

（０．０％）

１

（０．９％）

６

（５．２％）

２８

（２４．３％）

４７

（４０．９％）

３３

（２８．７％）
民立民営

２０５
６１

（２９．７％）

７１

（３４．６％）

７

（３．４％）

５

（２．４％）

３６

（１７．６％）

１８

（８．８％）

６

（２．９％）

１

（０．５％）
公立公営

５７８
２

（０．３％）

０

（０．０％）

３

（０．５％）

３０

（５．２％）

４７３

（８１．８％）

４９

（８．５％）

１９

（３．３％）

２

（０．３％）
公立民営

１５６
３

（１．９％）

１

（０．６％）

８

（５．１％）

４５

（２８．８％）

５９

（３７．８％）

３５

（２２．４％）

４

（２．６％）

１

（０．６％）
民立民営

常勤
６４

（６．９％）

40万円以上

９３９

合計

７４

（７．９％）

30万円～

40万円未満

４

（０．４％）

５万円未満

２９
（３．１％）

５万円～

10万円未満

１８

（１．９％）

８０

（８．５％）

５６８
（６０．５％）

１０２

（１０．９％）

25万円～

30万円未満

20万円～

25万円未満

15万円～

20万円未満

10万円～

15万円未満

＜「学童保育の実態と課題に関する調査研究」２００８年２月独立行政法人国民生活センター＞

（施設数）
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10．放課後子ども教室との関係について

市町村
＜運営委員会＞

【放課後子ども教室推進事業についての内容・目的】【放課後子ども教室推進事業についての内容・目的】

【放課後子ども教室の実施体制】

都道府県
＜推進委員会＞

コーディネーター
（事業間の調整）

学習アドバイザー
安全管理員

教室開設に必要な備品整備

■活動メニュー例
体験の場 ：野球、茶道、伝統芸能 など
交流の場 ：地域住民との異世代交流、異年齢交流 など
学びの場 ：宿題、英会話、科学実験 など
その他 ：昔遊び、読み聞かせ（絵本、紙芝居） など

青少年の問題行動の深刻化や地域の教育力の低下等の緊急的課題に対応するため、放課後や週末等にすべて
の子どもを対象として、安全・安心な子どもの活動拠点（居場所）を設け、さまざまな体験活動や交流活動等の取り
組みを推進する。

放課後子ども教室の実施

実施
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放課後児童クラブと放課後子ども教室について

地域の大人、退職教員等を安全管理員、学習アドバイザー等と
して配置

放課後児童指導員（専任）を配置指導員等

７７．７億円（１５，０００か所分）１８６．９億円（２０，０００か所分）２０予算額

１／３（国、都道府県、市町村がそれぞれ負担）１／３（国、都道府県、市町村がそれぞれ負担）
※別途保護者(利用料)負担あり

補助率

運営費：文部科学大臣が認めた額（執行上、制限無し）運営費：４８１．６万円（児童36人～70人の場合）補助基準額

（２０年度） 備品費：文部科学大臣が認めた額（執行上、制限無し）創設費：１，２５０万円、改修費：７００万円、
備品費：１００万円

概ね年間を通じて断続的・単発的に実施（平成２０年度は１か
所あたり平均１２６日）

原則として年間２５０日以上開所（夏休み等の長期休暇
や必要に応じて土曜日も開所）

実施形態等

年間延べ参加児童数 ２，１１０万人
・１教室当り年間平均参加児童数 ２，５５０人
・１回当り参加児童数 ３０．６人

登録児童数 約７９万人（平成２０年５月）
〔対前年４．５万人増〕

利用児童数

７，８２１か所（平成２０年度 《予定》 ）１７，５８３か所（平成２０年５月）〔対前年８９８か所増〕実施か所数

小学校 ６７％
公民館 １２％
児童館 ５％
その他 １６％
（集会所、文化センター、公園など）

学校内（余裕教室） ２８．５％
学校内（専用施設） １９．８％
児童館 １４．９％
専用施設 １０．７％
既存公的施設 ９．１％
その他（民家、保育所等） １７．０％

実施場所

すべての子どもを対象として、安全・安心な子どもの居場所を設
け、地域の方々の参画を得て、学習やスポーツ・文化活動、地
域住民との交流活動等の取組を推進

共働き家庭の児童（小学校おおむね1～3年生）を対象と
して、放課後等に適切な遊びや生活の場を提供
【児童福祉法第６条の２第２項に規定】

趣旨・対象

放課後子ども教室推進事業放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ）

（平成２０年５月） （平成１９年度）

（平成１８年度）

※平成１８年度の数値は、地域子ども教室推進事業の実施状況
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「放課後子どもプラン」の基本的考え方【要旨】

○ 各市町村において、教育委員会が主導して、福祉部局と連携を図り、原則としてすべての小学校区で、放課後等の子どもたちの安全で
健やかな居場所づくりを進め、「放課後子ども教室推進事業」（文部科学省）と「放課後児童健全育成事業」（厚生労働省）を一体的あるい
は連携して実施する総合的な放課後対策（放課後子どもプラン）を推進

趣旨・目的趣旨・目的

１．「放課後子どもプラン」の定義
○ 市町村が策定する「事業計画」と同計画に基づく「放課後対策事業」
（放課後子ども教室推進事業・放課後児童健全育成事業）の総称

２．実施主体
○ 事業計画の策定主体：市町村
○ 事業の実施主体：市町村、社会福祉法人、特定非営利活動法人他

３．事業経費
○ 国において、二つの事業を「放課後子どもプラン推進事業」として、
交付要綱等を一本化し、都道府県・指定都市・中核市に交付

○ 都道府県においても、国に準じて交付要綱等を一本化し、国・市町
村との事務手続を基本的に教育委員会が一括して処理

４．事業計画の策定
○ 市町村は、教育委員会と福祉部局の具体的な連携方策、21年度

までの「放課後子どもプラン推進事業」の小学校区単位の実施計画等
を盛り込んだ事業計画策定に努めることとする。

○ また、本事業計画が、次世代育成支援行動計画の内容を前倒しし
て実施するもの等であっても、行動計画の変更は必ずしも必要としない。

５．都道府県の体制、役割等
○ 都道府県は、実施主体である市町村において円滑な取組促進が図
られるよう、以下の支援を実施
・ 行政、学校、社会教育、福祉の各関係者及び学識経験者等で構成
される「推進委員会」を設置し、プランの実施方針、指導者研修の企
画、事後検証・評価等、域内におけるプランの総合的な在り方を検討

・ コーディネーター、安全管理員、放課後児童指導員等の事業関係
者の資質向上や情報交換・情報共有を図るための研修の合同開催

・ 基本的に教育委員会が主管部局となるが、都道府県の実情に応
じて福祉部局が主管部局となっても差し支えない。

・ 主管部局は、推進委員会事務局、補助申請事務等の業務を行う
に当たり、福祉部局（又は教育委員会）と緊密な連携を図る。

６．市町村の体制、役割等
○ 市町村は、行政、学校、放課後児童クラブ、社会教育、児童福祉、
ＰＴＡの各関係者及び地域住民等で構成される「運営委員会」を設置
し、事業計画、活動プログラムの企画、事後検証・評価等を検討

○ 基本的に教育委員会が主管部局となるが、市町村の実情に応じて
福祉部局が主管部局となっても差し支えない。

○ 主管部局は、運営委員会事務局、補助申請事務等の業務を行うに
当たり、福祉部局（又は教育委員会）と緊密な連携を図る。

７．市町村における事業の実施
○ 余裕教室の利用や小学校敷地内での実施を基本とし、体育館、保健室等の学校諸施設の弾力的な活用に努めることとするが、現に公民館や児童
館など小学校外で事業を実施している、余裕教室が無いなどの場合に、地域の実情に応じて小学校外で実施しても差し支えない。

○ 各小学校区毎に、学校や関係機関・団体等との連絡調整、活動プログラムの企画・策定等を行うコーディネーターを配置
○ 学習活動やスポーツ・文化活動、地域住民との交流活動等の様々な活動機会の提供や、放課後児童クラブ対象児童に対する現行水準と同様の
サービス（適切な指導員の配置、専用のスペースの確保等）の提供

「放課後子どもプラン」の推進について（平成１９年３月１４日文部科学省生涯学習政策局長・厚生労働省雇用均等・児童家庭局長連名通知）
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放課後児童クラブについては、共働き家庭など留守家庭の子どもの健全育成を目的として、遊び、生活の場を与え

ることを目的としている。

また、保育所を利用していた子どもに対し、小学生になった後においても、切れ目のないサービスを提供する基盤と

なっている。

したがって、放課後児童クラブについては、次世代育成支援のための新たな制度体系においても、両立支援系の

サービスとして不可欠なものの一つと考えられるが、現状又は関係者の意見から以下のような点が課題となっており、

新たな制度体系においてどのように対応するかを検討する必要がある。

【検討の視点】

① 潜在需要に対応した放課後児童クラブの量的拡大を抜本的に図っていく上で、場所の確保の問題、人材の確

保の問題をどうして行くか。

・小学校等の活用を如何に進めるか。

・従事者の勤続年数が短いこと、人材確保が難しい状況が一部見られるようになってきていることなどを踏まえ、

担い手のあり方、人材確保のための職員の処遇改善等をどうして行くか。 等

11．放課後児童クラブに係る検討の視点
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② 放課後児童クラブについては、現行法制度上、市町村の事業として実施されており、また、その実施については市

町村の努力義務として位置づけられており、その実施状況には地域格差が見られる。

そして、利用方式については、地域によって、市町村がサービス決定しているケースと、実施事業者に直接利用申し

込みを行うケースが混在している。

新たな制度体系において、法制度上の位置づけの強化について、どのような対応策が考えられるか。

・ 市町村の実施責任の位置づけ

※ 保育については、市町村に実施義務付けがされている。

・ サービス利用（提供）方式の位置づけ

・ 給付（補助）の方式のあり方

※ 事業実施を包括的に評価し事業者に給付する現行制度の仕組み、利用者個々人に着目して給付を行う仕組み等

③ 対象年齢について、現行制度は小学校３年生までを主な対象としているが、小学校高学年も現に一部利用がされ

ている。

・ 制度の対象年齢についてどう考えるか。

④ 放課後児童クラブの質の確保については、「ガイドライン」を発出しており、望ましい規模、開所時間等について示し

ている。また、国庫補助基準上、一定の条件を課しているが、保育所のような法令に基づく最低基準は設けられてい

ない。

・ 放課後児童クラブの質の確保について、どのような基準の内容をどのような方法で担保していくべきか。
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⑤ 放課後児童クラブについての財源は、児童手当制度における事業主拠出金を財源とした、サービス量に応じて当然

に支出が義務付けられるものではない裁量的な補助金と位置づけられている。

・ サービスの利用保障を強化し、また、抜本的な量的拡大を図っていく上で、財源面についてどのような仕組みと

することが適当か。

・ 財源保障を強化（例えば義務的な負担金）する場合には、財政規律の観点からの一定のルール（※）の必要性

について、どのように考えるか。

※ 他の制度例では、サービスの利用の要否に係る認定の制度（保育の場合は保育にかけるか否かの判断）、給付の限度額の

設定、 サービスの利用量に応じた利用者負担などがある。

⑥ 現行、留守家庭の子どもの健全育成を目的とした「放課後児童クラブ」と、すべての子どもを対象として安全・安心な

子どもの活動拠点（居場所）を設け、様々な体験活動や交流活動等の取組みを推進する「放課後こども教室」と、一

体的あるいは連携して取り組むべく、放課後こどもプランを推進している。

・ 放課後こどもプランを推進していく上で、両事業の一体的な運営を行っている場合の制度上の位置づけ（人員配

置や専用スペースの基準等）をどうしていくか。


